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火災共済と休業対応応援共済の特徴

火災共済 休業対応応援共済

加入対象物件
・専用住宅物件

・事業用物件

・事業用物件

共済金
建物等の損害額に応じた

共済金の支払

休業日数に応じた

共済金の支払

共済金の使途 建物の復旧費用
従業員の給与等の

休業時の様々な資金としての活用

共済金の

支払事由

火災、台風、雪災 ○ ○

水災 △ ○

地震・噴火・津波 × ○

※補償する商品と補償しない商品あり

※地震による火災のみ補償
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火災共済の商品概要 ①商品体系

普通火災共済 総合火災共済 新総合火災共済

普通物件 工場物件 非住宅物件 店舗等併用住宅物件

火災、落雷、
破裂・爆発

○

時価、比例払

○

時価、比例払

○
時価、比例払

（80％コ・インシュアランス）

○
新価、実損払

風災、ひょう災、
雪災

○

時価、比例払

○

時価、比例払

○

時価、比例払

○

新価、実損払

地震による火災
（地震火災費用）

○
共済金額の５％、３００万円限度

○
共済金額の５％、２０００万円限度

○
共済金額の５％、３００万円限度

○
共済金額の５％、３００万円限度

雑危険
※車両の衝突又は接触、
水ぬれ、物体の落下、
飛来、衝突、盗難

× ○

時価、比例払

○
時価、比例払

（80％コ・インシュアランス）

○
新価、実損払

水災 × × ○
時価、比例払

（３段階支払、７０％縮小）

○
新価

（３段階支払、７０％縮小）

損保の普通保険約款、店舗総合保険約款とほぼ同一の補償内容となっており、総合火災共済、新総合火災共済において水災を補償している。

※盗難不担保
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台風、暴風雨、豪雨等による洪水・融雪洪水・高潮・土砂崩れ・落石等が発生し、以下の損害を受けた場合に、共済金を支払う。

共済の対象 損害の程度

損害割合が30％以上 床上浸水または地盤面より45cmを超える浸水の場合

損害割合が15％以上30％未満 損害割合が15％未満

建物

家財

共済金額 ×
損害額
共済価額

× 70％

(共済金額×70％または損害額×70％のいずれ

か低い額が限度)

共済金額 × 10％

(１事故１敷地内200万円限度)

共済金額 × ５％

(１事故１敷地内100万円限度)

設備・什器等

商品・製品等

床上浸水または地盤面より45cmを超える浸水の場合

共済金額 × ５％(１事故１敷地内100万円限度)

[水害共済金の支払対象となる事故例]

・台風による大雨で店舗併用住宅に床上浸水の損害を受けた。

・台風による大雨で事務所が地盤面より45cmを超える浸水の損害を受けた。

・大雨による土砂崩れで建物裏手の斜面の木が倒れ建物が半壊した。

① ② ③

④
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台風、暴風雨、豪雨等による洪水・融雪洪水・高潮・土砂崩れ・落石等が発生し、以下の損害を受けた場合に、共済金を支払う。

共済の対象 損害の程度

損害割合が30％以上 床上浸水または地盤面より45cmを超える浸水の場合

損害割合が15％以上30％未満 損害割合が15％未満

建物

家財

損害額 × 70％

(共済金額×70％または損害額×70％のいずれ

か低い額が限度)

共済金額 × 10％

(１事故１敷地内200万円または損害額のいず

れか低い額が限度)

共済金額 × ５％

(１事故１敷地内100万円または損害額のいず

れか低い額が限度)

設備・什器等

（特約）

床上浸水または地盤面より45cmを超える浸水の場合

共済金額 × ５％(１事故１敷地内100万円または損害額のいずれか低い額が限度)

※共済価額・損害額は再調達価額が基準となります。（総合火災共済に新価特約を付帯した場合も同様）

※設備・什器等については特約を付帯することにより補償の対象となります。商品・製品等は補償の対象外です。

※契約時に臨時費用共済金の補償ありを選択した場合、上記の水害共済金×10％（１事故１敷地内100万円限度）をお支払いします。

① ② ③

④
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休業対応応援共済の商品内容 ①特徴、補償内容

補償内容（共済金のお支払いとなる災害）

●中小企業・小規模事業者のリスクファイナンスのために全日本火災共済協同組合連合会が開発した共済です。
●火災、台風、雪災などの災害だけでなく、地震リスクにも対応します。
●共済金は、事業再開するまでの、従業員への賃金の支払い、復旧までの当座の資金などに充当できます。
●製造業の作業場や小売業、卸売業、サービス業等の店舗等の「事業用建物」を対象としています。

休業対応応援共済の特徴

●地震 ●噴火 ●津波 ●火災 ●水災 ●風災 ●雪災 ●ひょう災 ●落雷
●漏水等による水濡れ ●建物外部からの物体の落下、飛来、衝突 ●盗難による建物の損壊等

【共済金のお支払いには以下の要件を満たす必要があります】
・ 原則、事業再開をした場合に、共済金をお支払いします。
・全損の場合、全損認定後の事業再開状況に応じて、３回に分けて共済金をお支払いします。

第１回目契約金額の３０％、第２回目契約金額の２０％、第３回目契約金額の５０％
※事業再開を断念した場合には、第３回目のお支払いは行いません。

・一部損の場合、事故日からその日を含めて連続して４日以上（定休日を除く）休止した場合にお支払いします。

＜共済金のお支払いとなる例＞
・地震で基礎や壁の一部が壊れ、２０日間休業し、営業を再開した。
・火災で建物が全焼となり、半年後に近所の空店舗に移転し、事業再開した。
・ゲリラ豪雨により川が溢れ、店内に溢れた水が浸入し床上浸水。１４日間は仮設営業し、その後通常営業を再開した。
・給排水管の破裂により内壁などが水濡れ。６日間休業し、営業を再開した。

以下の災害によって建物が損害を受けた結果、事業再開するまでの休業日数に対し、約定日数を限度に「約定日額（粗利益日額
の７０％）×休業日数」を共済金としてお支払いします。




